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当調査研究は、日本の景気動向や仕事と暮らしについての勤労者の認識を定期的に把握するこ

とによって、景気・雇用・生活の動向を明らかにするとともに、政策的諸課題を検討するにあた

っての基礎的資料を得ることを目的とした所内研究プロジェクトである。2001 年４月に第１回調

査を開始して以降、年２回（４月・10 月）調査を実施している。 

今回の第 14 回調査では、トピックス調査項目として「政治意識と投票行動」、「ワーク・ライ

フ・バランスに関する認識」を取り上げた。20 歳代～50 歳代で有効回答数 776 名（有効回収率

86.2％）〔60 歳代前半で有効回答数 152 名（有効回収率 76.0％）〕の雇用者から回答があり、以下の

ような結果を得た。 

 

■ 景気の現状・見通しは悪化の様相。物価上昇感が強まっている。 

■ 2007 年参院選では、女性票が「民主党」へ大きくシフト。 

■ 投票する政党・候補者を決める際、約６割が「政党の政策」を重視。 

■ 約４人に１人が週 50 時間以上の長時間労働。賃金不払い残業は約４割のまま推移。 

■ 約２人に１人が１年前よりストレスが増大。男性 30 歳代などで高い値。 
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